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平成２８年度 旭市一般会計３月補正予算（第４号） 

 

１．予算規模                                     

   ３月補正は、１１億５,８００万円の増額で、この時期に補正することが必要不可欠な 

事業について計上しました。 

３月補正後の予算規模は、３４３億３,８００万円となり、平成２７年度３月補正後の  

予算額と比較すると４８億５,７８０万円（１６.５％）の増となっています。  

                                 （単位：千円） 

区   分 平 成 ２ ８ 年 度 平 成 ２ ７ 年 度 増 減 率 

現 計 予 算 ３３,１８０,０００ ２９,００１,０００ １４.４％ 

３ 月 補 正 １,１５８,０００ ４７９,２００ １４１.７％ 

補 正 後 予 算 ３４,３３８,０００ ２９,４８０,２００ １６.５％ 

 

２．歳 出                                     

① 総務費     1,009,000千円                                        

○ふるさと応援基金積立金                           9,000千円 

  ふるさと応援寄附制度による寄附金の積立。 

○公共施設等整備基金積立金 【新規】               500,000千円 

  公共施設等の整備及び保全に必要な資金の積立。 

○減債基金積立金                               500,000千円 

  市債の償還に必要な資金の積立。 

② 衛生費       107,343千円 

○旭中央病院負担金                             107,343千円 

  交付税算入分の増加に伴う、旭中央病院運営費負担金の増。 

③ 農林水産業費 ▲7,033千円 

○産地パワーアップ事業                      ▲62,487千円 

   集出荷施設の再整備工事について、設計等の変更による事業費の減額。 

○農業基盤整備事業                         55,454千円 

   国のＴＰＰ関連対策による県営基盤整備事業の事業量増加に伴う市負担金の増。 

④土木費    ▲496,486千円 

  ○震災復興・津波避難道路整備事業                   ▲496,486千円 
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     道路改良工事及び物件補償費について、年度内執行が困難であるため減額。 

 ⑤ 教育費      545,176千円 

  ○小学校大規模改造事業                        62,936千円 

     学校施設環境改善交付金の前倒し採択による、小学校屋内運動場防災機能強化工事

（非構造部材）及び施工監理業務委託の追加計上（中央小）。 

○中学校大規模改造事業                       482,240千円 

    学校施設環境改善交付金の前倒し採択による、第一中学校校舎大規模改造工事及び

干潟中学校屋内運動場防災機能強化工事（非構造部材）並びに施工監理業務委託の

追加計上。 

３．歳 入                                       

  

① 地方交付税（普通交付税）                                        448,190千円 

② 国庫支出金  128,461千円 

・学校施設環境改善交付金（補助率1/3）              128,461千円 

③ 県支出金     ▲62,487千円 

・産地パワーアップ事業費補助金（補助率1/2）         ▲62,487千円 

④ 寄附金         9,000千円 

・ふるさと応援寄附金                          9,000千円 

⑤ 繰入金     ▲363,193千円 

・東日本大震災復興交付金基金繰入金             ▲363,193千円 

⑥ 繰越金      516,929千円 

・前年度繰越金（補正財源のうち一般財源分）            516,929千円 

⑦ 市債         481,100千円  

・農業基盤整備事業債                             57,600千円 

・小学校大規模改造事業債                         49,200千円 

 ・中学校大規模改造事業債                   374,300千円 
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４．繰越明許の設定                                  

 ①総務費    住民基本台帳事務費 

 ②農林水産業費 産地パワーアップ事業、畜産競争力強化対策整備事業 

③土木費    震災復興・津波避難道路整備事業 

④教育費    小学校大規模改造事業、中学校大規模改造事業 

 

 

 

 


